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第３３次地方制度調査会の審議項目について 

 

＜諮問事項＞ 

社会全体におけるデジタル・トランスフォーメーションの進展及び新

型コロナウイルス感染症対応で直面した課題等を踏まえ、ポストコロナ

の経済社会に的確に対応する観点から、国と地方公共団体及び地方公共

団体相互間の関係その他の必要な地方制度のあり方について、調査審議

を求める。 

 

＜審議項目＞ 

１．地方制度のあり方を調査審議するに当たり踏まえるべき、「社会全体に

おけるデジタル・トランスフォーメーションの進展及び新型コロナウイ

ルス感染症対応で直面した課題等」及び「ポストコロナの経済社会に的確

に対応する観点」として、何を捉えるべきか。 

 

○ デジタル・トランスフォーメーションの進展が、地域社会や地方行

政に与える影響とその課題について、住民からの視点も踏まえ、どの

ようなものが考えられるか。 

 

○ 新型コロナウイルス感染症対応で直面した課題とその要因について、

どのようなものが考えられるか。 

 

○ ポストコロナの経済社会において、人口減少・高齢化等の人口構造

の変化やこれに伴う資源制約、感染症等の事態への機動的な対応をは

じめ、地域社会や地方行政に生じることが見込まれる変化・課題とし

て、どのようなものが考えられるか。 

 

○ 以上について、個別分野の法令・制度に係る課題を踏まえつつも、地

方制度のあり方に関する課題として捉えるべきものとして、どのよう

なものが考えられるか。  
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２．１を踏まえ、「国と地方公共団体及び地方公共団体相互間の関係」とし

て、どのようなことが考えられるか。 

 

○ 国と地方の役割分担のあり方について、どのように考えるか。国に

求められる役割、地方公共団体に求められる役割として、これまでの

考え方を改めて整理、再定義した方が良い点、見直すべき点があるか。 

 ・ 例えば、非平時においては、平時と異なる考え方で役割分担を整理

すべきか。あるいは、非平時への対応は、役割分担の考え方とは別に

考えるべきか。 

 ・ 国と地方の具体の事務に係る、必要なリソースの確保や情報の把

握・共有のあり方について、どのように考えるか。 

 

○ 国と地方公共団体との間の連携・協力のあり方について、どのよう

に考えるか。相互の連携・協力の実効性を高めていくことが必要だと

した場合、その方策について、どのように考えるか。 

 ・ 国に求められる役割を発揮するため、国が地方公共団体に対して

関わる方策や、地方公共団体の実情を的確に把握するための方策に

ついて、どのように考えるか。 

 ・ 国と地方の相互のコミュニケーションや協議のあり方、国の施策

に対する地方公共団体の意見反映のあり方について、どのように考

えるか。 

 

○ 広域の地方公共団体としての都道府県に求められる役割や、住民に

最も身近で基礎的な地方公共団体としての市町村に求められる役割及

びその役割分担のあり方について、どのように考えるか。 
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○ 地方公共団体相互間の連携・協力のあり方について、どのように考

えるか。相互の連携・協力の実効性を高めていくことが必要だとした

場合、その方策について、どのように考えるか。 

 ・ 大都市圏における都道府県を越えた広域的な課題への対応を円滑

に行うための方策について、圏域内の大都市の役割を含め、どのよ

うに考えるか。 

 ・ 地方圏を含め、都道府県単位で広域的な対応が求められる場合や

都道府県による市町村の補完・支援が必要な場合における、都道府

県と大都市を含む市町村との連携・協力について、どのように考え

るか。 

 

○ 国と地方公共団体及び地方公共団体相互間の連携・協力の実効性を

高める観点において、デジタル技術の活用のあり方について、どのよ

うに考えるか。 

 

○ 国と地方公共団体及び地方公共団体相互間の連携・協力の実効性を

高める観点において、住民、コミュニティ組織、ＮＰＯ、企業など地域

社会を支える多様な主体に期待される役割や、公共私の連携・協力の

あり方について、どのように考えるか。 

等 

 

３．２のほか、「その他の必要な地方制度のあり方」として、どのようなこ

とが考えられるか。 

 

○ 地方議会の位置付けや議員の職務の明確化、多様な層の住民の議会

への参画につながる環境整備など地方議会のあり方について、どのよ

うに考えるか。 

等 


